主眼事項・着眼点の確認結果記載様式
　「主眼事項及び着眼点」の各項目を自主点検して、その結果を表に記載してください。

　＜留意事項＞　
1 サービス毎に作成してください。

2 基準・報酬告示に変更が生じている箇所は、変更後の基準等に照らして記載してください。

　　
	事業所・施設名
	

	サービス名
	


	主眼事項
	確認結果
	不適合の項目

	基本方針
	
	

	人員に関する基準
	
	

	設備に関する基準
	
	

	運営に関する基準
	
	

	共生型障害福祉サービスに関する基準

※共生型事業所のみ
	
	

	変更の届出等
	
	

	給付費の算定及び取り扱い
	
	

	必要な職員の確保と職員処遇の充実
※着眼点は表の下部を参照
	
	

	業務管理体制の整備及び運用

※着眼点は表の下部を参照
	
	

	※記載例
	○：全て適合

△：不適合あり

－：該当なし
	　第４－２契約支給量の報告(1)
　第６－１施設入所支援サービス費（３）②




必要な職員の確保と職員処遇の充実（根拠：平成19年厚生労働省告示289号）

（１）従業者のキャリアと能力に見合った給与体制が作られているか。

（２）労働時間の短縮など労働条件・環境の改善に努めているか。

（週40時間労働制の適用されていない小規模の作業所における週40時間労働制の導入、完全週休２日制の普及などの取組み）、（有給休暇の完全取得を目指した取組み）、（育児休業・介護休業の取得制度などの取組み）

（３）労働関係法規（労働基準法、労働安全衛生法、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律等）は、遵守されているか。

（４）従業者への健康診断の実施など健康管理は、適正に実施されているか。

（５）従業者のキャリアアップ、支援技術向上等のために、介護福祉士・社会福祉士等の国家資格の取得を推進するとともに、業務の中で必要な知識・技術を習得できる体制や、職場内や外部の研修の受講機会等を推進しているか。
業務管理体制の整備及び運用（根拠：法第51条の２、施行規則第34条の27他）

（１）業務管理体制の整備についての届出を監督庁に提出しているか。

（２）各届出種別ごとに必要な体制は整備されているか。

○（全ての事業者において）法令遵守責任者の設置

○（各届出種別における事業所等の数が20以上の場合）業務が法令に適合することを確保するための規定の整備

○（各届出種別における事業所等の数が100以上の場合）業務執行の状況の監査の定期的な実施

（３）業務管理体制の整備に関する届出を行った事業者は、事業者の名称及び主たる事務所の所在地その他下記の事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を監督庁に届け出ているか。

①　事業者の名称、主たる事務所の所在地、事業者代表者氏名、住所及び職名

②　法令遵守責任者

③　業務が法令に適合することを確保するための規定の概要（各届出種別における事業所等の数が20以上の場合）

④　業務執行の状況の監査方法の概要（各届出種別における事業所等の数が100以上の場合）

（４）各届出種別における業務管理体制監督庁が変更した場合には、区分変更届を変更前及び変更後の監督庁にそれぞれ届け出ているか。

（５）以下の業務は、事業者において、業務管理体制（法令等遵守）の取組対象・運用対象として行われているかどうか、それぞれ該当の適・否を選択してください。

①サービスの実施内容、給付費の請求内容等の確認を行っている。

②内部通報・事故報告に対応している。

③利用者等からの相談・苦情に対応している。

④労働関係法規についても遵守対象としている。

⑤法令等遵守についての研修等を事業者内で実施している。又は、外部研修等に参加している。

⑥行政・関係団体等からの情報を事業者関係部署等に周知している。

⑦その他業務管理体制（法令等遵守）として取り組んでいるものがありましたら、下欄に具体的に記入願います。

